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【所管事項説明】                 

 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症に係る対応状況について 

 

１ インフルエンザとの同時流行に備えた対策 

・新型コロナウイルス感染症が流行し始めて以降、季節性インフルエンザの流行は見ら

れませんでしたが、オーストラリア等の状況を参考として、今冬にかけて、新型コロナ

ウイルス感染症との同時流行を想定した対策が必要となっています。 

・同時流行に備えた対策として、医師会等の関係機関と連携し、既に登録いただいてい

る診療・検査医療機関の対応時間の拡大や診療・検査医療機関に新たに登録いただく

よう依頼するなど外来医療体制の拡充に取り組むとともに、「三重県検査キット配布・

陽性者登録センター」の対応能力の充実を図るなど、重症化リスクの高い方に適切な

医療を提供するための保健医療体制の強化・重点化を進めています。 

 

２ 社会的検査等の実施状況 

・社会的検査について、感染者の早期発見および感染拡大の未然防止を図るため、高齢

者施設や障害福祉施設(入所系・通所系・訪問系)、小学校、保育所等の従事者を対象に

12月 28日まで実施しています。（検査件数：694,324件（2,368施設）、陽性確定：1,312

件（636施設）（陽性率：0.2％）（11月 29日時点）） 

・感染状況等を踏まえ、感染拡大傾向時に感染に不安のある県民を対象とした感染拡大

傾向時の一般検査事業を12月 31日まで延長しています。（登録検査実施場所：175ヶ

所（11月 29日時点）、検査件数141,723件、陽性判明：4,109件（陽性率：2.9％）（11

月 29日時点）） 

・「三重県検査キット配布・陽性者登録センター」において、発熱等の症状のある重症化

リスクの低い方に抗原定性検査キットを配布することにより、診療・検査医療機関へ

の検査・受診の集中を緩和し、高齢者等の重症化リスクの高い方が速やかに適切な医

療を受けられるよう取り組んでいます。（検査キット配布件数：22,675件、WEB申込の

キットでの陽性者登録件数：2,846件（陽性率：12.6％）（11月 29日時点）） 

・11月 28日からは、薬局等で自己調達した抗原定性検査キットを用いて、陽性が確認さ

れた場合も、陽性者登録センターに登録できるようにしました。（陽性者登録件数：26

件（11月 29日時点）） 

 

３ ワクチン接種体制の整備 

・３回目接種について、11月29日時点で65歳以上の接種率は91.0％（全国平均90.8％）、

全人口の接種率は67.3％（全国平均67.0％）となっています。 

・４回目接種について、11月29日時点で60歳以上の接種率は77.2％（全国平均77.7％）、

全人口の接種率は 38.9％（全国平均 38.6％）となっています。こうした中、県では、

３回目および４回目接種の促進を図るため、10 月から 11 月にかけて県営集団接種会

場を県内３カ所で８日間開設しました。 
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・武田社ワクチン（ノババックス）については、接種センターを県内に１カ所開設し、接

種を希望される方の接種機会を確保するため 12 月 15 日まで接種日程を追加し実施し

ています。 

 ・オミクロン株対応ワクチンが９月19日から順次供給され、初回（１・２回目）の接種

を終えた 12 歳以上のすべての方を対象に県内市町においても接種が始まっています。

現時点で特例臨時接種の実施期間が令和５年３月 31 日までと国から示されている中、

10月21日からオミクロン株対応ワクチンの接種間隔が３カ月に短縮されたことから、

引き続き、早期の接種促進に向け、市町等と連携しながら、接種体制の確保や情報発

信などを図るとともに、12月も県営集団接種会場を県内３カ所で４日間開設し、接種

機会の確保に取り組みます。 

 

４ 医療提供体制等の整備 

（１）患者受入病床の確保と活用 

・受入医療機関における病床については、第７波以降、新たに10病院において病床を確

保いただくなど、第６波までは 538 床であった病床を最大 596 床へと大幅に増床を行

い、入院が必要な患者を受け入れています。 

 

（２）宿泊療養施設・臨時応急処置施設の確保 

・宿泊療養施設については、４施設 468 室を確保しています。今後の感染状況や入所状

況をふまえ、稼働率の向上に取り組むとともに、必要に応じて増室を検討します。 

・医療体制がひっ迫した際に、患者を一時的に受け入れ、一定の医療提供を行う臨時応

急処置施設については、受入病床の拡充をふまえて、事前に確保しておく規模を縮小

しますが、医療の提供に支障が生ずる緊急時には宿泊療養施設の一部を利用し、速や

かに稼働します。 

 

（３）自宅療養者等へのフォローアップ 

・自宅療養者等に対する医療提供体制については、11月 30日時点で治療に関与する医療

機関が454、薬局が485、訪問看護事業所が81となっています。 

引き続き、医師会、薬剤師会等の協力のもと、オンライン診療、電話診療、往診等によ

り自宅療養者に必要な医療を提供するとともに、経口抗ウイルス薬等の投与体制を確

保していきます。 

 ・自宅療養者への支援については、国の方針などをふまえて、重症化リスクの低い自宅

療養者のフォローアップ業務の一元化など、支援体制のあり方を検討しています。 
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５ 感染拡大防止対策 

・過去最大の感染拡大となった第７波への対応を振り返り、評価すべき点や課題、第８

波に向けた対応を取りまとめました。 

・主な課題としては、高齢者施設等でクラスターの発生が増加したこと、４回目のワク

チン接種率が全世代で十分に上がっていないことなどから、さらなる高齢者施設等の

感染防止対策やワクチン接種の促進などに取り組んでいます。 

・また、10 月 27 日から第８波に入り感染者が急増し、病床使用率が 40％を超える日が

続いたことから、11月 25日に「感染防止行動徹底アラート」を発出し、換気やマスク

着用など、基本的な感染対策を徹底するよう県民や事業者の方へ呼びかけました。 

 

６ 高齢者施設等の感染防止対策 

・第７波の感染拡大時に重症化リスクの高い高齢者が入所する高齢者施設等において、

クラスターの発生が増加したことから、感染制御や医療提供が速やかに行えるよう、

看護師等の専門人材を配置した専用相談窓口の設置（相談件数359件：6/13～11/29高

齢者施設分）や感染制御等を支援するチームの派遣（129施設、171回：4/1～11/29高

齢者施設分）、施設等へ医療提供する仕組みづくりなど支援体制を充実しています。 

・「三重県検査キット配布・陽性者登録センター」において、施設の従事者（重症化リス

クの低い方）が発熱等の症状が出た際に迅速に検査ができるように、９月に抗原定性

検査キットを高齢者施設（入所系）へ事前配布（585施設、計42,670 個）するととも

に、10月に高齢者施設（通所系、訪問系）、障害福祉施設、小学校・保育所等にも配布

対象を拡大して事前配布（1,878施設、計86,570個）を行いました。 

・高齢者施設における感染者の早期発見や感染拡大防止を図るため、８月から社会的検

査の実施頻度を隔週から毎週に上げ、11 月には入所定員の大きい施設等への訪問を行

い、社会的検査の受検、感染防止対策の徹底を促しました。 

 

７ その他 

（１）感染症に関するアンケート 

・令和４年 11 月２日から 18 日にかけて県ｅ－モニター制度を活用し、県民の感染症に

関する知識や、求める情報等についてアンケート調査を行い、902名（登録者数1,385

人、回答率 65％）から回答がありました。また、アンケート結果の分析を行い、関係

機関等へ共有する予定です。 

・新型コロナウイルス感染症については、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言の感染

拡大防止に関する効果の検証には至っていませんが、発出期間中には旅行（82.4％）、

イベント参加（80.5％）、飲食店利用（74.7％）などの行動を控えたことが確認できま

した。また、現在の不安を軽減させるために得たい情報として、治療方法・治療薬

（67.3％）、流行中のウイルスの特性（60.4％）、後遺症（51.6％）、ワクチン（50.2％）

などの回答が多かったことから、今後の啓発に役立てていきます。 
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（２）公立大学法人三重県立看護大学の認定看護師教育課程「感染管理」の募集人員の増

加  

・公立大学法人三重県立看護大学（以下「法人」という。）が令和４年度から開設した認

定看護師教育課程「感染管理」について、改めて県内医療機関の育成計画を確認したと

ころ、令和５年度は募集人員を上回る育成を計画していることが判明しました。 

・法人では、令和４年度から令和６年度までの３年間の開講期間中に、各年度15名の養

成を計画していましたが、令和５年度の募集人員を20名に増加させることとしました。

なお、令和６年度以降については、令和５年度までの実績等を確認・検証したうえで、

改めて検討する予定です。 
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【所管事項説明】 

２ 「第４次三重県自殺対策行動計画」（中間案）について 

 

１ 計画策定の経緯 

  この計画は、「自殺対策基本法」第 13 条第１項（都道府県自殺対策計画等）の規

定に基づき、本県の自殺対策の推進を図るために策定するものです。 

  現計画は令和４年度末で期間を終了することから、令和５年度から令和９年度ま

でを期間とする第４次計画の策定を進めており、三重県公衆衛生審議会自殺対策推

進部会における協議を経て、別冊のとおり計画の中間案を取りまとめました。 

 

２ 中間案の概要 

第１章 計画の基本的な考え方（別冊 Ｐ１～）                

 ・「みえ元気プラン」、「三重県医療計画」、「三重の健康づくり基本計画」及び「三重

県アルコール健康障害対策推進計画」等の関連する他の計画との整合を図ったも

のとする。 

 ・計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とする。 

 ・計画の数値目標は、「令和８年厚生労働省人口動態統計の自殺死亡率 12.5 以下」

と設定する。 

 

第２章 自殺の現状（別冊 Ｐ７～）                     

 ・全国の自殺者数は減少傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症等の影響により、

自殺の要因となり得るさまざまな問題が悪化したことにより、令和２年の自殺者

数は 20,243 人と 11 年ぶりに増加し、令和３年は 20,291 人とさらに増加した。

本県の令和２年の自殺者数は、269 人と前年より７人減少したが、令和３年は 270

人と前年より１名増加した。 

・令和３年の自殺死亡率は、全国において 16.5、本県において 15.8 である。全国

では低い方から数えて第 16 位になっている。 

・本県の令和３年の自殺者数 270 人中 171 人が男性で、約 63％を占めるが、減少傾

向にある。一方、女性は 99 人と約 37％であるが、前年より５名増加している。 

 

第３章 自殺対策の方針（別冊 Ｐ21～）                   

（１）基本理念（Ｐ21） 

  「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」をめざす。 

 

（２）基本認識（Ｐ21） 

① 自殺はその多くが追い込まれた末の死である 

② 年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

③ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響をふまえた対策の推進 

④ 地域レベルの実践的な取組を、ＰＤＣＡサイクルを通じて推進する 
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（３）基本方針（Ｐ22～） 

① 対象を明確にした取組を実施する 

② 地域の実情に応じた自殺対策を推進する 

③ 県民、職場、関係機関・民間団体、市町、県等の役割を明確化し、連携しな

がら取り組む 

④ 自殺対策を担う人材を育成する 

⑤ 大規模災害や感染症により不安を抱えている人への支援対策を推進する 

⑥ 相談窓口および自殺対策に関する情報を提供する 

 

第４章 今後の取組（別冊 Ｐ25～）                    

（１）対象を明確にした取組（Ｐ25～） 

  ① 世代別の取組 

  （ア）子ども・若者（Ｐ25～） 

   ・自殺に関する正しい知識の普及啓発や、悩みや年代に応じた相談窓口の周知

に取り組む。特に、児童生徒に対しては、長期休業前からの啓発を実施する。

若者に対しては、若者を支援する関係機関と連携してきめ細かな啓発を行う。 

   ・身近なコミュニケーションツールであるＳＮＳを活用した相談対応や子ども

の居場所づくりなど、子ども・若者への支援体制の強化を図る。また、児童

生徒が安全にＳＮＳを利用できるよう取り組む。 

   ・ＳＯＳの出し方に関する教育の推進に取り組む。 

   ・メンタルヘルスの課題をもつ若者や家族等に対しての相談支援や若者へのア

ウトリーチ支援に取り組む。 

   ・若者への職業相談や就職セミナーなど、就労支援に取り組む。 

 

  （イ）妊産婦（Ｐ34～） 

   ・思春期の性の悩みや予期しない妊娠等で悩みを抱える人を支援するため、電

話やＳＮＳによる相談を実施する。 

   ・子育て世代包括支援センターにおいて、妊産婦の状況を継続的に把握し、保

健師等による相談支援を行うとともに、関係機関と連携して切れ目ない支援

を実施する。 

・子育てに関する悩みや孤立感等の軽減を図るため、地域における専門人材の

育成に取り組む。 

 

  （ウ）中高年層（Ｐ36～） 

   ・ストレス、うつ、アルコール等自殺の要因となるさまざまな問題に対する対

処法や知識の普及啓発、相談窓口の周知に取り組む。 
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・長時間労働の是正やハラスメントの防止対策を引き続き実施するとともに、

テレワーク等の多様で柔軟な働き方の導入や事業所における自殺予防の取組

など、職場におけるメンタルヘルス対策をさらに強化する。 

・失業、倒産、多重債務等の生活苦となる問題に対して、相談体制の充実等に

取り組む。女性に対しては、ライフステージごとの課題や希望に応じて働き

続けられるよう、一人ひとりの状況に応じた就職支援を実施する。 

 

（エ）高齢者層（Ｐ44～） 

   ・健康相談や健康講座等のあらゆる機会を通じ、高齢者のうつ病等について正

しい知識の普及啓発や相談窓口の周知を行う。 

   ・認知症の人やその家族に対する相談支援、当事者によるピア活動や交流会の

開催など、地域における支援体制の充実を図る。 

   ・認知症について正しく理解する「認知症サポーター」の養成を行うとともに、

認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを結びつけるための仕

組みである「チームオレンジ」の体制整備を進める。 

 

② 全ての世代に共通する取組 

（ア）うつ病などの精神疾患を含む対策（Ｐ47～） 

  ・うつ病などに関する正しい知識の普及啓発や相談窓口の周知に取り組む。特

に、自殺予防週間や自殺対策強化月間には集中的に啓発を行う。 

   ・うつ病は、精神症状以外に身体症状が出ることも多く、内科などのかかりつ

け医を受診することがあるため、かかりつけ医に対し、うつ病などの精神疾

患についての研修を実施する。 

 

（イ）自殺未遂者支援（Ｐ50～） 

 ・自殺対策推進センターにおいて、自殺未遂者やその家族を地域で支援するた

め相談窓口の周知を行うとともに、精神的ケアや支援を行うため、支援者に

対し、資質向上のための研修等を実施する。 

 

（ウ）遺族支援（Ｐ53～） 

 ・自殺により遺された人等に対して相談支援を行うとともに、地域における自

助グループ等の活動の支援に取り組む。 

・自殺対策推進センターにおいて、遺族が必要に応じて適切な支援を受けるこ

とができるよう支援者の研修を実施する。 

 

（エ）がん患者・慢性疾患患者等に対する支援（Ｐ55～） 

 ・がん相談支援センターや難病相談支援センター等において、自殺予防相談窓

口と相互に連携を図りながら相談や就労支援等を行う。 
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（オ）ハイリスク者支援（Ｐ57～） 

   ・生活困窮者、ひとり親家庭、性犯罪・性暴力被害者、性的マイノリティ、ひ

きこもり等のハイリスク者が必要な支援を受けることができるよう、関係機

関と連携し支援に取り組む。 

   ・女性の自殺者数が増加していることから、生きづらさを感じている女性、人

間関係やＤＶに悩む女性等の支援を目的として、女性相談員による相談や講

座等を実施する。 

   ・ひきこもり地域支援センターにおいて、ひきこもりの問題を抱える当事者や

家族に対し、電話や面接による相談、多職種連携チームによる支援、家族教

室等を行う。 

 

（２）地域特性への対応（Ｐ61～） 

・各保健所等に設置された地域自殺・うつ対策ネットワーク組織等を活用し、

地域の実情に応じた人材育成、情報交換、困難事例の検討や啓発等を行うと

ともに、地域の関係者の顔の見える関係づくりに取り組む。 

 

（３）関係機関・民間団体との連携（Ｐ64～） 

   ・自殺には、健康問題、経済・生活問題等さまざまな要因があり、社会全体で

取り組むべき問題であることから、地域における関係機関・民間団体等と連

携して、包括的な支援に取り組む。 

 

（４）自殺対策を担う人材の育成（Ｐ66～） 

   ・自殺対策推進センターにおいて、地域における関係機関・民間団体等の支援

者に対して、資質向上のための研修等を実施する。 

 

（５）大規模災害や感染症により不安を抱えている人への支援（Ｐ68～） 

   ・大規模災害の発災直後から被災者へのこころのケアの支援を行う災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）による活動に加えて、中長期的に被災者を支援で

きる人材の育成に取り組む。 

   ・新型コロナウイルス感染症の影響を背景としたこころの悩みに寄り添い、自 

殺予防を図るため、電話やＳＮＳによる相談支援を行う。また、感染症が発

生しても必要な自殺対策が実施できるよう、啓発や研修など必要に応じてＩ

ＣＴを活用した取組を行う。 

 

（６）情報収集と提供（Ｐ70～） 

  ・相談窓口の一覧表や支援情報等を掲載したパンフレットの配布やホームペー

ジ・広報誌への掲載など、悩みや困難を抱える人が必要な支援を受けられるよ

う情報提供を行う。 
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  ・地域の実情に応じた効果的な自殺対策を進めるために、新型コロナウイルス感

染症に関する情報を含む自殺統計資料等の収集・整理、提供を行う。 

 

第５章 計画の推進体制と進行管理（別冊 Ｐ72～）                  

（１）それぞれの役割（Ｐ72～） 

   県民、家族、地域コミュニティ、医療機関、学校、職場、関係機関・民間団体、

市町、県がそれぞれの果たすべき役割を明確化、共有した上で、相互に連携し協

働しながら取組を推進する。 

 

（２）ＰＤＣＡサイクルの推進（Ｐ75～） 

   「三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会」において、評価指標等をもとに取

組の評価を行い、今後の取組についての協議を行う。 

 

（３）計画の見直し（Ｐ78～） 

   各取組について、ＰＤＣＡサイクルに基づき進捗状況を確認、管理、評価を行

い、必要な場合には、計画の見直しを行う。 

 

３ 部会で出た主な意見等 

・児童生徒は、長期休業明けの環境の変化によりストレスを抱えやすいため、ＳＮ

Ｓ等の身近なツールを活用した啓発やＳＯＳの出し方に関する教育が重要であ

る。 

 ・コロナ禍において、経済的問題が悪化していることから、生活困窮者や失業者に

対する取組が重要である。 

 

４ 今後の予定 

  令和４年 12 月中旬～パブリックコメントの実施（令和５年１月中旬まで） 

  令和５年 ２月上旬  第３回三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会（最終案） 

       ３月７日  医療保健子ども福祉病院常任委員会（最終案） 

       ３月中旬  三重県公衆衛生審議会 
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【所管事項説明】 

３ 令和５年度国民健康保険事業費納付金の算定について 

 

１ 三重県国民健康保険事業特別会計の運営状況について 

  平成 30 年４月から、県が市町とともに国保の運営を担い、財政運営の責任主

体として中心的な役割を果たす制度改正が行われました。これまでのところ、県

内各市町からの納付金の納入および各市町に対する保険給付費等交付金の交付

に大きな問題はなく、国民健康保険事業の運営は順調に行われています。 

  今後も、国民健康保険制度を将来にわたって持続的かつ安定的に運営していく

ため、市町とともに医療費の適正化や財政運営の健全化に努めていきます。 

 

２ 県内各市町における保険料（税）の改定状況について（別表１－１、１－２） 

  平成 30 年度の制度改正後の各市町における保険料（税）の改定状況は次のと

おりとなっています。なお、制度改正に伴う影響により市町から県への納付金相

当額の負担が増加するものについては、国、県による補てんを行っています。 

  ●制度改正後に保険料（税）の引き上げを行ったのは平成 30 年度および令和

元年度がそれぞれ７市町、令和２年度が６市町、令和３年度が２市町、令和

４年度が８市町であり、その主な理由は、高齢化等による医療費の自然増へ

の対応や、市町の基金保有額の減少への対応、決算補てんを目的とした一般

会計からの法定外繰入の解消を目的としたものなどとなっています。 

  ●一方、引き下げを行ったのは平成 30 年度が３市町、令和元年度が１町、令

和２年度に引き下げを行った市町はなく、令和３年度が５市町、令和４年度

が４市町あり、その主な理由は、基金保有額又は繰越金の増加や、被保険者

の所得の減少によるものなどとなっています。 

（制度改正後の県内各市町における保険料（税）の改定状況） 

 引上げ 引下げ 据置き 

平成 30 年度 
伊賀市、川越町、大台町、御浜町、 

紀宝町、大紀町、南伊勢町 （７） 

松阪市、東員町、 

玉城町 （３） 
（19） 

令和元年度 
伊勢市、亀山市、木曽岬町、東員町、 

川越町、大紀町、南伊勢町 （７） 
多気町（１） （21） 

令和２年度 
伊勢市、名張市、尾鷲市、木曽岬町、 

東員町、川越町（６） 
（０） （23） 

令和３年度 伊賀市、東員町（２） 
伊勢市、鈴鹿市、多気町、

御浜町、南伊勢町（５） 
（22） 

令和４年度 

四日市市、桑名市、朝日町、川越町、

いなべ市、志摩市、伊賀市、大紀町 

（８） 

伊勢市、鈴鹿市、多気町、 

南伊勢町（４） 
（17） 
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３ 各市町における令和３年度国保特会事業状況について（別表２） 

  県内各市町における国民健康保険特別会計の令和３年度の事業状況は、別表２

のとおりです。なお、県全体の特徴としては概ね次のとおりです。 

  ●県全体の被保険者数については、前年度に比べて 7,932 人減少し、35万 1,561

人となりました（令和２年度 35 万 9,493 人）。 

  ●県全体の１人あたり医療費については、前年度に比べて 23,625 円増加し、

41 万 3,677 円となりました（令和２年度 39 万 52 円）。 

   なお、コロナ禍前の令和元年度 39 万 9,542 円と比べると 14,135 円の増加と   

なっています。 

  ●県内市町の平均収納率については、前年度に比べて 0.52 ポイント上昇し、

94.23％となりました（令和２年度 93.71％）。 

  ●県内市町の法定外繰入の状況については、11 市町で 3 億 6,030 万円となって

おり、前年度に比べて２市町減少しましたが、金額は 9,390 万 4 千円増加し

ています（令和２年度 13 市町 2 億 6,639 万 6 千円）。 

 

４ 国民健康保険事業費納付金算定の考え方について（別表３） 

  現在、令和５年度の県内各市町および県国民健康保険事業特別会計の当初予算

編成を行うため、市町が県に納める納付金の算定を行っています。 

 

 （納付金と保険料（税）の関係図） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

  納付金の試算については、令和５年度の国民健康保険事業に係る保険給付費等

がどの程度必要になるかを推計するところから始まります。年度ごとに変わる医

療費や被保険者（国民健康保険加入者）数の増減など、現時点で厚生労働省から

示された数値等を盛り込んで算定するものです。 

  具体的には、保険給付費等総額の支払に必要となる額から国や県からの交付金

等の納付金以外の収入を控除し、最終的に市町から納付される額を算定します。 

支払われる医療費等の財源 
（保険給付費、後期高齢者支援金、介護納付金） 

 

 

 

 

 

県特別会計 
の収入 

市町の 
収入 

住民 
の負担 

県予算で決定 

市町から納付される納付金 
交付金等（国交付金、前期高齢者交付金、 

県一般会計からの繰入金など） 

国・県 

交付金等 
住民からの保険料 

市町へ払う保険料 

ここで独自の保健サービス 
（健康教室や保健指導等） 
を行っている 

 

市町予算で決定 
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  本県においても、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行により被保険者数

が減少するものの、医療の高度化や被保険者の高齢化、コロナ禍の受診控えが回

復傾向にあること等により１人あたり医療費が増加しており、令和５年度の国民

健康保険事業に係る保険給付費の伸び率は 0.36％の減少を見込んでいます。 

  なお、平成 30 年度からの制度改正を原因とした負担増が発生している市町に

ついては、国と県が補てんを行うこととしていますので、納付金の増減は、各市

町における被保険者数の増減や年齢構成の変動等を原因としたものとなります。 

 

５ 令和５年度における納付金の算定結果について（別表３） 

  保険給付費の伸び率は 0.36％の減少を見込んでいますが、コロナ禍のなか納付

金額を抑える観点から、令和４年度の納付金算定で、財政安定化基金（決算剰余

金分）約 24 億円を活用した関係上、前期高齢者交付金 581 億 4,296 万円（約 21

億円増）、国と県が行う国保制度改正を原因とした負担増に対する補てん 7 億

6,881 万円の公費の交付等によっても、各市町が負担する納付金は 451 億 5,050

万円（18 億 6,668 万円 4.31％の増、対前々年度 1.25％（単年度換算）の減）

となっています。 

  市町別では、令和４年度に比べて納付金の負担が増える市町は 27（負担増額は

18 億 7,431 万円）、減る市町は２（負担減額は 763 万円）となっています。 

  納付金の負担が減少する市町における主な理由は、被保険者数の減少幅が大き

いことによるものです。 

  各市町においては上記の納付金をベースに、国と県の交付金（県全体で約 63

億円を想定）や基金繰入金等に加え、独自の保健事業の費用等を勘案したうえで、

住民からの保険料（税）を算定し、予算案を作成していくことになります。 

  現時点では、厚生労働省から提供されている各種推計数値は、仮係数としての

取扱いであり、最終的には 12 月末の国の予算案等の確定に基づいた確定係数に

変更される予定です。これによって令和５年度の県内各市町および県国民健康保

険事業特別会計の当初予算案に必要な納付金が確定することになります。 

  県内各市町に対しては、確定係数の通知が届き次第、すみやかに情報提供を行

い、それぞれの予算編成が遅滞なく行われるよう努めていきます。 

 

６ 今後の予定 

 納付金算定 会議等 

11 月 
（国から仮係数提示 11 月） 

→仮係数による納付金等算定作業 

 

12 月 （国から確定係数提示 12 月末予定） 

→確定係数による納付金等算定作業 

第２回三重県市町国保広域化連携会議(12/1） 

１月 第３回三重県市町国保広域化連携会議 

２月 運営協議会へ諮問 第１回三重県国民健康保険運営協議会 

３月 
納付金・標準保険料率の確定→市町

へ通知、公表 
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（別表１-１）

増減額
（単年度）

伸び率
（単年度）

1 津市 13.80 0.00 52,100 35,200 0 0 0 0 据置 103,735 ▲ 1,233 ▲ 1.2

2 四日市市 12.00 0.00 47,900 32,600 1.70 0 3,800 1,000 引上 基金の枯渇 107,769 12,086 12.6

3 伊勢市 11.13 0.00 40,600 26,400 ▲ 1.11 0 ▲ 500 ▲ 700 引下 財政調整基金の取り崩し 80,106 ▲ 4,873 ▲ 5.7

4 松阪市 13.00 0.00 42,800 30,800 0 0 0 0 据置 89,773 ▲ 233 ▲ 0.3

5 桑名市 11.00 0.00 62,500 41,800 2.20 ▲ 49.00 16,500 2,000 引上 基金の枯渇 124,450 19,041 18.1

6 鈴鹿市 13.00 0.00 49,600 34,000 ▲ 0.80 0 ▲ 5,000 ▲ 5,000 引下 収支の均衡を勘案 106,265 ▲ 3,928 ▲ 3.6

7 名張市 12.94 0.00 42,300 36,400 0 0 0 0 据置 109,997 ▲ 396 ▲ 0.4

8 尾鷲市 11.30 51.60 41,700 39,400 0 0 0 0 据置 89,089 ▲ 1,606 ▲ 1.8

9 亀山市 10.40 0.00 50,400 33,600 0 0 0 0 据置 90,151 ▲ 2,754 ▲ 3.0

10 鳥羽市 11.40 28.10 45,900 36,900 0 0 0 0 据置 102,054 ▲ 7,573 ▲ 6.9

11 熊野市 9.00 58.00 31,200 33,600 0 0 0 0 据置 75,464 ▲ 90 ▲ 0.1

12 木曽岬町 9.55 40.99 57,100 39,800 0 0 0 0 据置 114,099 ▲ 1,651 ▲ 1.4

13 東員町 8.32 61.77 48,200 32,900 0 ▲ 0.95 0 ▲ 500 据置 101,281 ▲ 2,236 ▲ 2.2

14 菰野町 9.40 20.90 46,200 36,500 0 0 0 0 据置 99,479 ▲ 2,526 ▲ 2.5

15 朝日町 7.18 37.79 51,000 36,400 0.05 0.08 1,700 2,000 引上 財政赤字の縮減・解消 97,855 813 0.8

16 川越町 8.25 33.60 50,760 33,360 1.15 ▲ 2.20 1,080 120 引上 法定外繰入削減 111,721 3,031 2.8

17 多気町 10.45 6.00 41,800 35,700 0.19 ▲ 7.00 ▲ 2,700 ▲ 2,000 引下
被保険者への経済的影響の軽
減

89,901 ▲ 6,536 ▲ 6.8

18 明和町 10.07 59.95 48,000 38,500 0 0 0 0 据置 109,663 28 0.0

19 大台町 8.50 44.00 37,500 33,500 0 0 0 0 据置 83,768 2,730 3.4

20 玉城町 7.50 41.90 38,200 27,100 0 0 0 0 据置 77,872 ▲ 3,137 ▲ 3.9

21 度会町 8.32 49.00 44,200 33,400 0 0 0 0 据置 90,134 ▲ 1,193 ▲ 1.3

22 御浜町 12.05 34.00 39,200 32,700 0 0 0 0 据置 95,493 ▲ 139 ▲ 0.1

23 紀宝町 9.56 68.00 30,200 34,600 0 0 0 0 据置 84,909 5,459 6.9

24 いなべ市 11.97 0.00 41,300 20,400 ▲ 0.30 0 4,300 ▲ 1,900 引上 法定外繰入削減 99,620 ▲ 1,338 ▲ 1.3

25 志摩市 11.07 0.00 40,800 31,900 1.32 ▲ 42.50 0 0 引上
保険料（税）統一に向けた賦
課方式変更・賦課総額維持

84,065 ▲ 5,409 ▲ 6.0

26 伊賀市 11.66 0.00 50,400 34,600 0.54 0 6,300 1,200 引上 基金の枯渇 93,331 4,951 5.6

27 大紀町 8.52 59.30 31,100 29,600 0.93 0 1,800 2,400 引上 法定外繰入削減 79,094 7,545 10.5

28 南伊勢町 10.30 0.00 42,300 27,200 ▲ 1.49 0 ▲ 7,200 ▲ 6,400 引下 被保険者のR3所得の減少 83,431 ▲ 11,778 ▲ 12.4

29 紀北町 8.72 96.10 38,480 27,870 0 0 0 0 据置 79,761 ▲ 931 ▲ 1.2

引上げ　８市町

引下げ　４市町

＜用語の定義＞

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

所得割率
（％）

資産割率
（％）

・ 保険料率の「増減額・増減率（単年度）」は、「令和４度度の保険料率」から「令和３年度の保険料率」を引いたもの

・ 「令和４年度一人当たり保険料額（調定額）」は、市町村ごとの保険料調定額（保険料率をもとに算定された額から軽減額、減免額、賦課限度額を
　超える額を差し引いた、実際に被保険者に賦課される額）を当該市町村の一般被保険者数で除した額※　※ 当初賦課時点の数値

【市町村別】令和４年度保険料（税）率等（医療＋後期＋介護の一般被保険者分）

・ 「伸び率（単年度）」は、市町村ごとの「令和４年度一人当たり保険料額（調定額）」を当該市町村の「令和３年度一人当たり保険料額（調定
　額）」で除したもの

均等割額
（円）

平等割額
（円）

改定 改正の主な理由
一人当たり
保険料額

（調定額）

・ 令和４年度保険料（税）率及び一人当たり保険料額は、各市町村の一般被保険者（退職被保険者等を除いた者。以下同じ。）の基礎賦課分、後期高齢
　者支援金分、介護納付金分を合算して算出したもの

市町村名

令和４年度保険料（税）率
増減額・増減率

（単年度）
＜参考＞

令和４年度一人あたり保険料額

所得割率
（％）
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（別表１-２）

増減額
（単年度）

伸び率
（単年度）

1 津市 13.80 0.00 52,100 35,200 0 0 0 0 据置 104,968 ▲ 1,491 ▲ 1.4

2 四日市市 10.30 0.00 44,100 31,600 0 0 0 0 据置 95,683 ▲ 2,636 ▲ 2.7

3 伊勢市 12.24 0.00 41,100 27,100 ▲ 0.18 0 ▲ 2,200 ▲ 1,400 引下 財政調整基金の取り崩し 84,979 ▲ 1,883 ▲ 2.2

4 松阪市 13.00 0.00 42,800 30,800 0 0 0 0 据置 90,005 ▲ 667 ▲ 0.7

5 桑名市 8.80 49.00 46,000 39,800 0 0 0 0 据置 105,409 579 0.6

6 鈴鹿市 13.80 0.00 54,600 39,000 0 0 ▲ 1,200 0 引下 収支の均衡を勘案 110,193 ▲ 3,741 ▲ 3.3

7 名張市 12.94 0.00 42,300 36,400 0 0 0 0 据置 110,393 2,419 2.2

8 尾鷲市 11.30 51.60 41,700 39,400 0 0 0 0 据置 90,694 2,201 2.5

9 亀山市 10.40 0.00 50,400 33,600 0 0 0 0 据置 92,905 374 0.4

10 鳥羽市 11.40 28.10 45,900 36,900 0 0 0 0 据置 109,626 1,982 1.8

11 熊野市 9.00 58.00 31,200 33,600 0 0 0 0 据置 75,554 1,330 1.8

12 木曽岬町 9.55 40.99 57,100 39,800 0 0 0 0 据置 115,750 ▲ 855 ▲ 0.7

13 東員町 8.32 62.72 48,200 33,400 0.08 1.14 200 100 引上 医療費自然増への対応 103,517 1,027 1.0

14 菰野町 9.40 20.90 46,200 36,500 0 0 0 0 据置 102,004 ▲ 1,933 ▲ 1.9

15 朝日町 7.13 37.71 49,300 34,400 0 0 0 0 据置 97,043 2,041 2.1

16 川越町 7.10 35.80 49,680 33,240 0 0 0 0 据置 108,690 ▲ 1,916 ▲ 1.7

17 多気町 10.26 13.00 44,500 37,700 0.31 ▲ 14.00 0 0 引下
賦課方式の３方式への移行に
向けた見直し

96,437 1,247 1.3

18 明和町 10.07 59.95 48,000 38,500 0 0 0 0 据置 109,635 1,653 1.5

19 大台町 8.50 44.00 37,500 33,500 0 0 0 0 据置 81,606 1,151 1.4

20 玉城町 7.50 41.90 38,200 27,100 0 0 0 0 据置 81,010 3,497 4.5

21 度会町 8.32 49.00 44,200 33,400 0 0 0 0 据置 91,328 48 0.1

22 御浜町 12.05 34.00 39,200 32,700 ▲ 0.47 ▲ 33.50 ▲ 6,300 ▲ 1,500 引下
賦課方式の３方式への移行に
向けた見直し

95,632 ▲ 4,487 ▲ 4.5

23 紀宝町 9.56 68.00 30,200 34,600 0 0 0 0 据置 79,450 1,977 2.6

24 いなべ市 12.27 0.00 37,000 22,300 0 0 0 0 据置 100,958 ▲ 1,631 ▲ 1.6

25 志摩市 9.75 42.50 40,800 31,900 0 0 0 0 据置 89,474 1,459 1.7

26 伊賀市 11.12 0.00 44,100 33,400 0.61 0 6,400 1,200 引上 基金保有額減少への対応 88,380 4,390 5.2

27 大紀町 7.59 59.30 29,300 27,200 0 0 0 0 据置 71,549 2,027 2.9

28 南伊勢町 11.79 0.00 49,500 33,600 ▲ 0.50 0 ▲ 1,700 ▲ 2,000 引下 被保険者のR2所得の減少 95,209 ▲ 4,927 ▲ 4.9

29 紀北町 8.72 96.10 38,480 27,870 0 0 0 0 据置 80,692 293 0.4

引上げ　2市町

引下げ　5市町

＜用語の定義＞

・ 令和３年度保険料（税）率及び一人当たり保険料額は、各市町村の一般被保険者（退職被保険者等を除いた者。以下同じ。）の基礎賦課分、後期高齢
　者支援金分、介護納付金分を合算して算出したもの

・ 保険料率の「増減額・増減率（単年度）」は、「令和３度度の保険料率」から「令和２年度の保険料率」を引いたもの

・ 「令和３年度一人当たり保険料額（調定額）」は、市町村ごとの保険料調定額（保険料率をもとに算定された額から軽減額、減免額、賦課限度額を
　超える額を差し引いた、実際に被保険者に賦課される額）を当該市町村の一般被保険者数で除した額※　※ 当初賦課時点の数値

・ 「伸び率（単年度）」は、市町村ごとの「令和３年度一人当たり保険料額（調定額）」を当該市町村の「令和２年度一人当たり保険料額（調定
　額）」で除したもの

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

改定 改正の主な理由
一人当たり
保険料額

（調定額）

【市町村別】令和３年度保険料（税）率等（医療＋後期＋介護の一般被保険者分）

市町村名

令和３年度保険料（税）率
増減額・増減率

（単年度）
＜参考＞

令和３年度一人あたり保険料額

所得割率
（％）

資産割率
（％）

均等割額
（円）

平等割額
（円）

所得割率
（％）
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　（別表２）

R3 R2 R3 R2

1 津市 51,347 52,439 419,498 13 398,500 13 93.65 26 92.95 26 15,112 15,384

2 四日市市 55,091 56,472 403,569 20 374,947 22 92.46 28 92.08 27 84,239 25,155

3 伊勢市 26,226 26,546 404,175 19 393,907 17 96.17 12 95.70 12 22,945 23,625

4 松阪市 33,315 34,054 407,373 17 381,518 19 93.06 27 91.98 28

5 桑名市 24,889 25,357 431,262 10 397,833 15 95.50 18 94.79 21

6 鈴鹿市 34,826 35,797 407,034 18 376,082 21 91.89 29 91.26 29 4,993 8,155

7 名張市 16,229 16,523 422,118 12 400,535 11 95.72 15 95.74 10

8 尾鷲市 4,114 4,281 453,336 4 423,598 4 93.86 23 93.24 25

9 亀山市 8,760 8,887 432,210 9 398,389 14 93.73 24 93.28 24 277

10 鳥羽市 5,718 5,881 409,767 16 388,215 18 96.26 11 95.74 11 8,000 2,000

11 熊野市 4,451 4,572 436,401 6 406,394 10 94.99 21 95.05 18

12 木曽岬町 1,523 1,588 396,137 22 396,454 16 93.99 22 93.87 23 10,000 18,500

13 東員町 5,244 5,344 435,634 8 420,337 5 97.89 2 98.26 1

14 菰野町 7,524 7,650 381,453 26 365,056 25 93.67 25 93.96 22

15 朝日町 1,319 1,360 440,923 5 398,836 12 95.39 19 94.99 19

16 川越町 2,389 2,415 383,348 25 358,341 27 95.83 13 95.69 13 20,752

17 多気町 3,174 3,221 410,384 15 414,888 7 96.88 7 96.83 8

18 明和町 4,857 4,917 389,979 23 372,965 23 97.10 6 97.03 3 30,686 38,506

19 大台町 2,217 2,255 422,195 11 449,303 2 96.64 10 96.95 4

20 玉城町 3,202 3,219 370,366 28 365,905 24 97.27 5 96.88 7 2,125 2,343

21 度会町 1,886 1,921 386,152 24 304,347 29 98.21 1 96.94 6

22 御浜町 2,366 2,455 375,417 27 364,850 26 96.76 9 95.13 17

23 紀宝町 2,782 2,914 366,064 29 334,902 28 95.11 20 94.81 20 11,796 12,195

24 いなべ市 8,132 8,335 454,050 2 414,637 8 95.81 14 95.30 15 129,404 50,223

25 志摩市 12,979 13,487 403,378 21 377,816 20 95.55 17 95.42 14

26 伊賀市 17,774 18,156 419,473 14 408,305 9 95.62 16 95.14 16

27 大紀町 2,147 2,182 492,318 1 482,590 1 97.66 3 96.95 5 41,000 49,281

28 南伊勢町 3,179 3,261 453,428 3 443,818 3 96.82 8 96.28 9

29 紀北町 3,901 4,004 436,139 7 419,257 6 97.54 4 97.34 2

県計
（県平均）

351,561 359,493 413,677 390,052 94.23 93.71 360,300 266,396

※　収納率の順位は、表示されていない小数点第３位以下の数値による。

※　国民健康保険事業状況報告書（事業年報）の速報値等を基に作成。

県内各市町別　被保険者数、一人あたり医療費、収納率、繰入額　前年度比較表

被保険者数（人）

一人あたり医療費
（実医療費）
及び順位

（単位：円）

収納率（％）及び順位
法定外繰入

（単位：千円）

R3 R2 R3 R2
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【所管事項説明】 

 

４ 食品営業許可申請関係手数料額の変更に係る経過措置の期日について 

 

１ 経緯 

  食品衛生法の一部改正により、令和３年６月から全ての食品営業許可事業

者に対してＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が求められる中、事業者に対する説

明や現地調査など営業許可に要する時間の増加を鑑みて、令和３年３月に三

重県手数料条例（以下、「条例」という。）を改正し、食品営業許可申請関係手

数料額を増額することとしました。 

  その際、食品関連事業者が新型コロナウイルス感染症の感染拡大により影

響を受けているため、その負担を考慮し、条例の附則により、施行日（令和３

年６月１日）から起算して２年を超えない範囲内において規則で定める日ま

での間、手数料額を改正前のものと同額とする経過措置を設けました。 

 

２ 経過措置の期日について 

  新型コロナウイルス感染症による影響を考慮し、経過措置の期日は、最長の

期限となる令和５年５月 31 日とします。 

これに伴い、期日を定めるための規則を、令和４年 12 月下旬に制定の予定

です。 
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食品営業許可申請関係手数料額

（附則適用）
手数料条例
規定額

（附則適用）
手数料条例
規定額

～R5.5.31 R5.6.1～ ～R5.5.31 R5.6.1～

1 新規 16,000 円 18,000 円 16 新規 16,000 円 18,000 円

更新 8,000 円 14,400 円 更新 8,000 円 14,400 円

新規 8,000 円 10,000 円 17 新規 21,000 円 24,000 円

更新 8,000 円 8,000 円 更新 12,000 円 19,200 円

新規 2,000 円 2,500 円 18 新規 16,000 円 18,000 円

更新 14,400 円

2 新規 9,600 円 10,000 円 19 新規 21,000 円 24,000 円

更新 4,800 円 8,000 円 更新 12,000 円 19,200 円

3 新規 9,600 円 11,000 円 20 新規 16,000 円 18,000 円

更新 4,800 円 8,800 円 更新 8,000 円 14,400 円

4 新規 9,600 円 11,000 円 21 新規 16,000 円 18,000 円

更新 4,800 円 8,800 円 更新 8,000 円 14,400 円

5 新規 21,000 円 24,000 円 22 新規 14,000 円 18,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 7,000 円 14,400 円

6 新規 9,600 円 11,000 円 23 新規 14,000 円 18,000 円

更新 4,800 円 8,800 円 更新 7,000 円 14,400 円

7 新規 21,000 円 24,000 円 24 新規 14,000 円 18,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 7,000 円 14,400 円

8 新規 21,000 円 24,000 円 25 新規 21,000 円 24,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 12,000 円 19,200 円

9 新規 21,000 円 24,000 円 26 新規 26,000 円 30,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 24,000 円

10 新規 21,000 円 24,000 円 27 新規 21,000 円 24,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 12,000 円 19,200 円

11 新規 14,000 円 18,000 円 28 新規 26,000 円 30,000 円

更新 7,000 円 14,400 円 更新 24,000 円

12 新規 14,000 円 24,000 円 29 新規 16,000 円 18,000 円

更新 7,000 円 19,200 円 更新 14,400 円

13 新規 21,000 円 24,000 円 30 新規 21,000 円 24,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 12,000 円 19,200 円

14 新規 21,000 円 24,000 円 31 新規 16,000 円 18,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 14,400 円

15 新規 21,000 円 24,000 円 32 新規 21,000 円 24,000 円

更新 12,000 円 19,200 円 更新 12,000 円 19,200 円
添加物製造業食肉製品製造業

水産製品製造業

食品の小分け業清涼飲料水製造業

漬物製造業

密封包装食品製造

業

アイスクリーム類

製造業

乳製品製造業

複合型冷凍食品製

造業

食品の放射線照射

業

そうざい製造業

菓子製造業

複合型そうざい製

造業

冷凍食品製造業

乳処理業

豆腐製造業

特別牛乳搾取処理

業

納豆製造業

食肉処理業

麺類製造業

魚介類せり売り営

業

集乳業

酒類製造業

食肉販売業

魚介類販売業

みそ又はしょうゆ

製造業

調理機能を有する

自動販売機による

営業

食用油脂製造業

（露店営業）

（臨時営業） 液卵製造業

№ 業種 № 業種

飲食店営業

氷雪製造業
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【所管事項説明】 

５ 各種審議会等の審議状況の報告について 
（令和４年９月１５日～令和４年１１月２０日） 

 

（医療保健部） 

１ 審議会等の名称  三重県看護職員確保対策検討会 

２ 開催年月日  令和４年９月20日 

３ 委員 

 会 長 堀  浩樹 

 副会長 片田 範子 

 委 員 小西  博 他12名 

４ 諮問事項 

 １ 三重県の看護職員の現状 

 ２ 令和４年度三重県看護職員確保対策体系別事業 

 ３ 訪問看護職員の確保について 

 ４ 新型コロナウイルス感染症流行下における新卒看護職員のフォローア

ップについて 

５ 調査審議結果 

 三重県の看護職員の現状、令和４年度看護職員確保対策事業、訪問看護職

員の確保、新卒看護職員のフォローアップについて説明し、意見交換を行っ

た。 

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  伊賀地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月18日 

３ 委員 
 議長 馬岡 晋 

 委員 清水 雄三 他13名  

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

 

１ 審議会等の名称  三重県医療審議会医療法人部会 

２ 開催年月日  令和４年10月20日 

３ 委員 
 部会長 二井  栄 

委 員 伊藤 正明 他３名 

４ 諮問事項  医療法人設立等について 

５ 調査審議結果  申請のあった医療法人の設立等について、全て承認された。 

６ 備考   
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１ 審議会等の名称  松阪地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月20日 

３ 委員 
 議長 平岡 直人 

 委員 齋藤 洋一 他16名 

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  東紀州地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月21日 

３ 委員 
 議長 澤田 隆裕 

 委員 濱口 政也 他13名  

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  鈴亀地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月25日 

３ 委員 
 議長 尾﨑 郁夫 

委員 二井 栄 他11名  

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 病床機能再編支援事業の活用希望について 

 ３ 外来機能報告制度について 

 ４ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   
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１ 審議会等の名称  伊勢志摩地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月25日 

３ 委員 
 議長 橋上 裕 

 委員 日比 秀夫 他17名  

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  津地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月26日 

３ 委員 
 議長 渡部 泰和 

 委員 奥野 利幸 他14名   

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  桑員地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月27日 

３ 委員 
 議長 西村 英也 

 委員 渡邊 治彦 他15名 

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   
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１ 審議会等の名称  三泗地域医療構想調整会議 

２ 開催年月日  令和４年10月28日 

３ 委員 
 議長 山中 賢治 

 委員 中嶋 一樹 他18名  

４ 諮問事項 

 １ 2025年に向けた具体的対応方針について 

 ２ 外来機能報告制度について 

 ３ 在宅医療及び医療・介護連携に関連する国の動向について 

５ 調査審議結果 
 2025年に向けた具体的対応方針、外来機能報告制度、在宅医療の動向等に

ついて説明し、協議を行った。  

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称  三重県国民健康保険審査会 

２ 開催年月日  令和４年11月10日 

３ 委員 
 会 長 池田 仁美 

 委 員 片岡 紀和 他６名  

４ 諮問事項  国民健康保険法に規定する審査請求について 

５ 調査審議結果  国民健康保険料にかかる処分について審議を行った。 

６ 備考   

 

１ 審議会等の名称 三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会 

２ 開催年月日 令和４年11月11日 

３ 委員 
会 長 齋藤 洋一 

委 員 森川 将行 他18名 

４ 諮問事項 「第４次三重県自殺対策行動計画」の中間案について 

５ 調査審議結果 
「第４次三重県自殺対策行動計画」の中間案について説明し、協議を行っ

た。 

６ 備考  

 

１ 審議会等の名称  三重県新型コロナウイルス感染症対策協議会 

２ 開催年月日  令和４年11月14日 

３ 委員 
 議 長 馬岡  晋 

 委 員 田中 孝幸 他14名 

４ 諮問事項 
 新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行に備えた体

制整備について他 

５ 調査審議結果 
 新型コロナウイルス感染症への対応について、対策協議会にて報告し、協

議を行った。 

６ 備考   
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